調　査　の　概　要

経済センサスは、我が国の全ての事業所及び企業を対象に経済活動の実態を明らかにする調査であり、「経済の国勢調査」といえるものである。

１　調査の目的

平成21年経済センサス‐基礎調査は、事業所及び企業の経済活動の状態を調査し、全ての産業分野における事業所及び企業の活動からなる経済の構造を全国的及び地域的に明らかにするとともに、各種統計調査実施のための事業所及び企業の名簿を得ることを目的として実施した。

２　調査の沿革

近年の経済構造の変化等に対応するため、政府全体として取りまとめられた「経済財政運営と構造改革に関する基本方針（いわゆる「骨太の方針」）2005」（平成17年６月閣議決定）において経済センサスの実施が提言された。

これを受け、経済に関連した大規模統計調査の統廃合、簡素・合理化を行い、統計法（平成19年法律第53号）第２条第４項に規定する基幹統計である経済構造統計を作成するための調査として平成 21年に第1回目を実施した。

３　調査日

平成21年７月１日

４　調査の対象

調査日現在、国内に所在する全ての事業所。ただし、次の事業所は調査対象外とした。 

(1)　日本標準産業分類（平成21年総務省告示第175号）の「大分類Ａ－農業，林業」及び「大分類Ｂ－漁業」に属する個人経営の事業所

(2)　日本標準産業分類の「大分類Ｎ－生活関連サービス業,娯楽業」のうち「中分類79－その他の生活関連サービス業（小分類792 家事サービス業に限る。）」及び「大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）」のうち「中分類96－外国公務」に属する事業所 

(3)　また、次の事業所は、調査技術上の観点から対象外とした。

ア　家事労働の傍ら、特に設備を持たないで賃仕事をしている個人宅 

(4)　なお、次の事業所は、経済センサスでいう事業所に含めていない。

ア　収入を得て働く従業者がいないもの

イ　休業中で、かつ従業者がいないもの

ウ　季節的に営業する事業所で、調査期日に従業者がいないもの
５　調査の方法

調査は「甲調査」と「乙調査」の２種類からなり、対象となる事業所及び企業の規模に応じて、調査員による調査と総務省、都道府県、市町村による調査に分けて行った。

(1)　甲調査

民営事業所を対象とする全数調査

ア　調査員による調査（訪問により調査票を配布・収集）

・総務大臣－都道府県知事－市町村長－統計調査員（指導員）－統計調査員
－調査事業所

イ　市町村・都道府県・総務省による調査（インターネット又は郵送により調査票を送付・回収）

・総務大臣－都道府県知事－市町村長－調査事業所

・総務大臣－都道府県知事－調査事業所

・総務大臣－調査事業所

＊ 会社（外国の会社を除く）、会社以外の法人及び個人経営の事業所の本所等においては、当該本所等の事業主が当該支所等の分も一括して報告 

(2)　乙調査

国及び地方公共団体の事業所を対象とする全数調査

ア　国の調査事業所

・総務大臣－各府省等の長－調査事業所

イ　都道府県の調査事業所

・総務大臣－都道府県知事－調査事業所

ウ　市町村の調査事業所

・総務大臣－都道府県知事－市町村長－調査事業所
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